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(57)【要約】
【課題】ＣＲＴに近い濃い色相を再現することができ、且つ高いコントラスト比を有する
赤色画素を形成することができる着色組成物の提供。
【解決手段】（Ａ）着色剤、（Ｂ）バインダー樹脂、および（Ｃ）多官能性単量体を含有
する着色組成物であって、（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド１７７と、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ば
れる少なくとも１種とを含有し、Ｃ光源、２度視野で測定したＣＩＥ色度座標が０．６１
≦ｘ≦０．６７、０．３１≦ｙ≦０．３５の範囲にある赤色画素の形成用である着色組成
物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）着色剤、（Ｂ）バインダー樹脂、および（Ｃ）多官能性単量体を含有する着色組
成物であって、（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド１７７と、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少なく
とも１種とを含有し、Ｃ光源、２度視野で測定したＣＩＥ色度座標が０．６１≦ｘ≦０．
６７、０．３１≦ｙ≦０．３５の範囲にある赤色画素の形成用である着色組成物。
【請求項２】
　全着色剤中Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７を３０～８０質量％、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少なくとも
１種を１～４９質量％含有する請求項１記載の着色組成物。
【請求項３】
　着色剤としてさらにＣ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２
４、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１５０およびＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０よりなる群から選ばれる少なくとも１
種を含有する請求項１または２記載の着色組成物。
【請求項４】
　（Ｃ）多官能性単量体の含有量が（Ｂ）バインダー樹脂１００質量部に対して１００～
５００質量部である、請求項１～３のいずれか１項に記載の着色組成物。
【請求項５】
　さらに（Ｄ）光重合開始剤を含有する請求項１～４のいずれか１項に記載の着色組成物
。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の着色組成物を用いて形成された、Ｃ光源、２度視野で
測定したＣＩＥ色度座標が０．６１≦ｘ≦０．６７、０．３１≦ｙ≦０．３５の範囲にあ
る赤色画素を備えてなるカラーフィルタ。
【請求項７】
　請求項６に記載のカラーフィルタを具備するカラー液晶表示素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、赤色画素形成用着色組成物、カラーフィルタおよびカラー液晶表示装置に関
わり、より詳しくは、透過型あるいは反射型のカラー液晶装置、カラー撮像管素子等に用
いられる赤色画素の製造に用いられる着色組成物、当該着色組成物から形成された画素を
有するカラーフィルタ、並びに当該カラーフィルタを具備するカラー液晶表示素子に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　カラーフィルタを具備する液晶表示素子には、デジタルビデオカメラやハイビジョンテ
レビ等の普及に伴って、冬の海のような深い青や真っ赤な夕日を表示できるよう、色再現
領域の拡大が求められている。一般に、液晶表示素子の色再現領域は、ＣＲＴを基準に設
定され、できるだけそれに近いことが求められる。ＣＲＴの標準的な色再現領域としては
、例えば、Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｔｅｌｅｖｉｓｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｃｏｍｍｉｔｔｅ
ｅ（ＮＴＳＣ）より提示されている、米国、日本などで採用されているカラーテレビジョ
ン方式で定義された色空間、インターネットやパソコン内部で取り扱うデジタル画像用の
標準の色空間であるｓＲＧＢ、Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｂｒｏａｄｃａｓｔｉｎｇ　Ｕｎｉｏ
ｎ（ＥＢＵ）より提示されている色空間等を挙げることができる。なお、これらの標準的
な色再現領域における赤色のＣＩＥ色度座標は、以下の通りである。
　ＮＴＳＣ　　　　：ｘ＝０．６７０、ｙ＝０．３３０
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　ｓＲＧＢ、ＥＢＵ：ｘ＝０．６４０、ｙ＝０．３３０
　また、上記のように濃い色相を表示するには、黒色表示部の「黒さ」がはっきりと表示
されていないと、輪郭がぼけたメリハリのない画面となってしまうため、色再現領域の拡
大と同時に、高いコントラスト比を有する画素が求められている。
【０００３】
　ところで、赤色画素形成用着色組成物については、色特性の向上を図るために様々な提
案がなされている。例えば、特許文献１、特許文献２では、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２
５４とＣ．Ｉ．ピグメントレッド１７７と種々のイエロー顔料とを組み合わせて使用する
ことが提案されている。しかしながら、かかる顔料の組み合わせでは、高いコントラスト
比を有する赤色画素を得る上においては不十分であった。
　一方、特許文献３、特許文献４では、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２を主顔料として
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７等を調色顔料とし
て併用することが提案されている。しかしながら、かかる顔料の組成では、上記したＣＲ
Ｔの標準的な赤色再現領域を再現すること自体困難な場合があるとともに、高いコントラ
スト比を有する赤色画素を得る上においても不十分であった。これに対し、特許文献５で
は、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４を主顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２
を調色顔料として併用することにより色特性が改善でされる旨開示されているが、かかる
顔料の組成でも、高いコントラスト比を有する赤色画素を得る上においては不十分であっ
た。
　さらに、特許文献６～８では、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４とＣ．Ｉ．ピグメント
オレンジ３８を組み合わせて使用することが開示されている。しかしながら、かかる顔料
の組み合わせでは、高いコントラスト比を有する赤色画素を得る上において不十分である
とともに、上記したＣＲＴの標準的な赤色再現領域を再現すること自体困難な場合があっ
た。
　以上のような背景から、ＣＲＴに近い濃い色相を再現することができ、且つ高いコント
ラスト比を有する赤色画素を形成することができる着色組成物の開発が強く求められてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－１３１５１７号公報
【特許文献２】特開２００７－１３３１３１号公報
【特許文献３】特開平１１－１４８２４号公報
【特許文献４】特開平２００６－４７６８６号公報
【特許文献５】特開平２００２－３７２６１８号公報
【特許文献６】特開平１１－２１７５１４号公報
【特許文献１】特開２００３－１８３５１１号公報
【特許文献２】特開２００６－３０６７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、ＣＲＴに近い濃い色相を再現することができ、且つ高いコントラスト
比を有する赤色画素を形成することができる着色組成物を提供することにある。
　本発明の他の課題は、前記着色組成物から形成された赤色画素を有するカラーフィルタ
、および当該カラーフィルタを具備するカラー液晶表示素子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド１７７と、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選
ばれる少なくとも１種とを組み合せて使用することにより上記課題を解決することができ
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ることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明は、第一に、
　（Ａ）着色剤、（Ｂ）バインダー樹脂、および（Ｃ）多官能性単量体を含有する着色樹
脂組成物であって、（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド１７７と、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少
なくとも１種とを含有し、Ｃ光源、２度視野で測定したＣＩＥ色度座標が０．６１≦ｘ≦
０．６７、０．３１≦ｙ≦０．３５の範囲にある赤色画素の形成用である着色組成物を提
供するものである。
【０００８】
　本発明は、第二に、
　前記着色組成物を用いて形成された赤色画素を備えてなるカラーフィルタを提供するも
のである。
　本発明は、第三に、
前記カラーフィルタを具備するカラー液晶表示素子を提供するものである。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の着色組成物は、ＣＲＴに近い濃い色相を再現することができ、且つ高いコント
ラスト比を有する赤色画素を形成することができる。しかも、本発明の着色組成物を用い
て形成された赤色画素は、耐溶剤性に優れる。
　したがって、本発明の着色組成物は、電子工業分野におけるカラー液晶表示装置用カラ
ーフィルタや固体撮像素子の色分解用カラーフィルタを始めとする各種のカラーフィルタ
の作製に極めて好適に使用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明について詳細に説明する。
赤色画素形成用着色組成物
－（Ａ）着色剤－
　本発明における着色剤は、カラーインデックス（Ｃ．Ｉ．；Ｔｈｅ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　
ｏｆ　Ｄｙｅｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｌｏｕｒｉｓｔｓ　社発行。以下同様。）におけるＣ．
Ｉ．ピグメントレッド１７７と、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメ
ントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少なくとも１種とを含有することを特徴とする
。特開平１０－２２７９１１号公報、特開平１１－２３１５１６号公報、特開２０００－
１３１５１７号公報等に開示されているように、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７を主顔
料として含有する着色組成物は、明度（光透過率）が低いことから赤色画素の形成に適し
ないと考えられてきた。これに反し、本発明者らは、該赤色顔料と、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド２４２および／またはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８とを組み合わせて調色する
ことにより、ＣＲＴに近い濃い色相を再現でき、且つコントラスト比が高く、しかも明度
（光透過率）も従来と遜色ない赤色画素を形成することができることを見出したものであ
る。
【００１１】
　本発明の着色組成物は、赤色の画素を形成するために用いられるものであり、上記顔料
以外の他のレッド、イエローまたはオレンジの顔料（以下、「他の顔料」ということがあ
る。）をさらに含有することができる。このようなレッド、イエローまたはオレンジの顔
料としては、特に限定されるものでないが、カラーフィルタには高純度で高光透過性の発
色と耐熱性が求められることから、有機顔料が好ましい。
【００１２】
　前記他の顔料のうちレッドの有機顔料としては、例えば、カラーインデックスにおいて
ピグメントに分類されている化合物、具体的には、下記のようなカラーインデックス（Ｃ
．Ｉ．）番号が付されているものを挙げることができる。



(5) JP 2010-24436 A 2010.2.4

10

20

30

40

50

【００１３】
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３１、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド３２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド１２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１４９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６８、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド１７０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１７６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７９、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１８７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０６、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド２０７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド２１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２１、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド２２４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド２５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２６２、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド２６４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２７２。
【００１４】
　また、前記他の顔料のうちイエローの有機顔料としては、例えば、カラーインデックス
においてピグメントに分類されている化合物、具体的には、下記のようなカラーインデッ
クス（Ｃ．Ｉ．）番号が付されているものを挙げることができる。
【００１５】
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー２０、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー２４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー３１、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１０、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５４、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー１６８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー
２１１。
【００１６】
　また、前記他の顔料のうちオレンジの有機顔料としては、例えば、カラーインデックス
においてピグメントに分類されている化合物、具体的には、下記のようなカラーインデッ
クス（Ｃ．Ｉ．）番号が付されているものを挙げることができる。
【００１７】
Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ１３、Ｃ．Ｉ．ピグメント
オレンジ１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ２４、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３４、Ｃ
．Ｉ．ピグメントオレンジ３６、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４０、Ｃ．Ｉ．ピグメント
オレンジ４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４６、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４９、Ｃ
．Ｉ．ピグメントオレンジ６１、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６４、Ｃ．Ｉ．ピグメント
オレンジ６８、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７０、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７１、Ｃ
．Ｉ．ピグメントオレンジ７２、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７３、Ｃ．Ｉ．ピグメント
オレンジ７４。
【００１８】
　これらの他の顔料のうち、ＣＲＴに近い濃い色相の再現と高いコントラスト比を得る点
から、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２４、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントオレンジ７１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー
１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０および
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０よりなる群から選ばれる少なくとも１種が好ましく、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０およびＣ．Ｉ．
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ピグメントイエロー１８０よりなる群から選ばれる少なくとも１種が特に好ましい。
　前記他の顔料は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。
【００１９】
　本発明においては、ＣＲＴに近い色相の再現と高いコントラスト比を得る点から、全着
色剤中Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７を３０～８０質量％、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少なくとも１種を
１～４９質量％含有することが好ましく、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７を５０～７０
質量％、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりな
る群から選ばれる少なくとも１種を１０～４９質量％含有することが特に好ましい。また
、本発明において、他の顔料を使用する場合、その含有割合は、全着色剤中１～５０質量
％であることが好ましく、１～４０質量％であることが特に好ましい。ここで、全着色剤
とは、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントオレンジ３８および他の顔料を含めた顔料全部のことをいう。従って、全着色剤
中の含有割合とは、全顔料中の含有割合をいう。
【００２０】
　また、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７（Ａ１）と、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２
およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少なくとも１種（Ａ２）
との含有質量比（Ａ１：Ａ２）は、３０：７０～９０：１０、さらに５０：５０～８０：
２０が好ましい。さらに、全着色剤中のＣ．Ｉ．ピグメントレッド１７７と、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド２４２およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８よりなる群から選ばれる少
なくとも１種の合計含有量は、６０～１００質量％、さらに７５～１００質量％が好まし
い。
　このような着色剤を用いることにより、ＣＲＴに近い濃い色相を再現することができ、
且つ高いコントラスト比を有する赤色画素を形成することができる。
【００２１】
　本発明において、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２
、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８および他の顔料は、必要に応じて、再結晶法、再沈殿
法、溶剤洗浄法、昇華法、真空加熱法や、これらの組み合わせ等により精製して使用する
ことができる。
【００２２】
　本発明においては、前記各顔料は、所望により、その粒子表面をポリマーで改質して使
用することができる。顔料の粒子表面を改質するポリマーとしては、例えば、特開平８－
２５９８７６号公報等に記載されたポリマーや、市販の各種の顔料分散用のポリマーまた
はオリゴマー等を挙げることができる。
【００２３】
　本発明において、着色組成物は、適宜の方法により調製することができ、例えば、（Ａ
）成分および後述する（Ｂ）～（Ｄ）成分を、溶媒や添加剤と共に、混合することにより
調製することができるが、顔料を溶媒中、分散剤および必要に応じて添加する分散助剤の
存在下で、場合により（Ｂ）成分の一部と共に、例えばビーズミル、ロールミル等を用い
て、粉砕しつつ混合・分散して顔料分散液とし、これに、（Ｂ）～（Ｄ）成分と、必要に
応じてさらに追加の溶媒や添加剤を添加し、混合することにより調製することが好ましい
。
【００２４】
　前記分散剤としては、例えば、カチオン系、アニオン系、ノニオン系や両性等の適宜の
分散剤を使用することができるが、ポリマー分散剤が好ましい。具体的には、変性アクリ
ル系共重合体、アクリル系共重合体、ポリウレタン、ポリエステル、高分子共重合体のア
ルキルアンモニウム塩またはリン酸エステル塩、カチオン性櫛型グラフトポリマー等を挙
げることができる。ここで、カチオン性櫛型グラフトポリマーとは、複数の塩基性基（カ
チオン性の官能基）を有する幹ポリマー１分子に、２分子以上の枝ポリマーがグラフト結
合した構造のポリマーをいい、例えば、幹ポリマー部がポリエチレンイミン、枝ポリマー
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部がε－カプロラクトンの開環重合体で構成されるポリマーが挙げられる。これら分散剤
の中で、変性アクリル系共重合体、ポリウレタン、カチオン性櫛型グラフトポリマーが好
ましい。
【００２５】
　このような分散剤は商業的に入手することができ、例えば、変性アクリル系共重合体と
して、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０００、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２００１（以上、ビックケ
ミー（ＢＹＫ）社製）、ポリウレタンとして、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６１、Ｄｉｓｐｅ
ｒｂｙｋ－１６２、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６５、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６７、Ｄｉｓ
ｐｅｒｂｙｋ－１７０、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１８２（以上、ビックケミー（ＢＹＫ）社
製）、ソルスパース７６５００（ルーブリゾール（株）社製）、カチオン性櫛型グラフト
ポリマーとして、ソルスパース２４０００、ソルスパース３７５００（ルーブリゾール（
株）社製）、アジスパーＰＢ８２１、アジスパーＰＢ８２２、アジスパーＰＢ８８０（味
の素ファインテクノ株式会社製）等を挙げることができる。
【００２６】
　これらの分散剤は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。分散剤の
含有量は、現像性を良好にする点から、顔料１００質量部に対して、通常、１００質量部
以下、好ましくは０．５～１００質量部、さらに好ましくは１～７０質量部、特に好まし
くは１０～５０質量部である。
　また、顔料分散液を調製する際に使用される溶媒としては、例えば、後述する着色組成
物の液状組成物について例示する溶媒と同様のものを挙げることができる。
　顔料分散液を調製する際の溶媒の含有量は、顔料の分散性の点から、顔料１００質量部
に対して、通常、２００～１，２００質量部、好ましくは３００～１，０００質量部であ
る。
【００２７】
　前記顔料分散液の調製に使用される分散助剤としては、例えば青色顔料誘導体、黄色顔
料誘導体等を挙げることができ、具体的には、例えば銅フタロシアニン誘導体等を挙げる
ことができる。
【００２８】
－（Ｂ）バインダー樹脂－
　本発明における（Ｂ）バインダー樹脂としては、特に限定されるものではないが、カル
ボキシル基、フェノール性水酸基等の酸性官能基を有する重合体であることが好ましい。
なかでも、カルボキシル基を有する重合体が好ましく、特に、１個以上のカルボキシル基
を有するエチレン性不飽和単量体（以下、「カルボキシル基含有不飽和単量体」という。
）と他の共重合可能なエチレン性不飽和単量体（以下、「共重合性不飽和単量体」という
。）との共重合体（以下、「カルボキシル基含有共重合体」という。）が好ましい。
【００２９】
カルボキシル基含有不飽和単量体としては、例えば、
（メタ）アクリル酸、クロトン酸、α－クロルアクリル酸、けい皮酸の如き不飽和モノカ
ルボン酸；
マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、無水イタコン酸、シトラコン酸、
無水シトラコン酸、メサコン酸の如き不飽和ジカルボン酸またはその無水物；
こはく酸モノ〔２－（メタ）アクリロイロキシエチル〕、フタル酸モノ〔２－（メタ）ア
クリロイロキシエチル〕の如き２価以上の多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイロ
キシアルキル〕エステル；
ω－カルボキシポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレートの如き両末端にカルボキシ
基と水酸基とを有するポリマーのモノ（メタ）アクリレート等を挙げることができる。
　前記カルボキシル基含有不飽和単量体は、単独でまたは２種以上を混合して使用するこ
とができる。
　本発明において、カルボキシル基含有不飽和単量体としては、（メタ）アクリル酸、こ
はく酸モノ〔２－（メタ）アクリロイロキシエチル〕、ω－カルボキシポリカプロラクト
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ンモノ（メタ）アクリレート等が好ましく、特に（メタ）アクリル酸が好ましい。
【００３０】
　カルボキシル基含有共重合体において、カルボキシル基含有不飽和単量体の共重合割合
は、好ましくは５～５０質量％、さらに好ましくは１０～４０質量％である。該共重合割
合が少なすぎると、得られる着色組成物のアルカリ現像液に対する溶解性が低下する傾向
があり、一方多すぎると、アルカリ現像液に対する溶解性が過大となり、アルカリ現像液
により現像する際に、画素の基板からの脱落や画素表面の膜荒れを来たしやすくなる傾向
がある。
【００３１】
　また、共重合性不飽和単量体としては、例えば、
マレイミド；
Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－ｏ－ヒドロキシフェニルマレイミド、Ｎ－ｍ－ヒドロキシ
フェニルマレイミド、Ｎ－ｐ－ヒドロキシフェニルマレイミド、Ｎ－ベンジルマレイミド
、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドベンゾエート
、Ｎ－スクシンイミジル－４－マレイミドブチレート、Ｎ－スクシンイミジル－６－マレ
イミドカプロエート、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドプロピオネート、Ｎ－（ア
クリジニル）マレイミドの如きＮ－位置換マレイミド；
スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－ビニルトルエン、ｍ－ビニルトルエン、ｐ－ビニル
トルエン、ｐ－クロルスチレン、ｏ－メトキシスチレン、ｍ－メトキシスチレン、ｐ－メ
トキシスチレン、ｏ－ビニルフェノール、ｍ－ビニルフェノール、ｐ－ビニルフェノール
、ｐ－ヒドロキシ－α－メチルスチレン、ｏ－ビニルベンジルメチルエーテル、ｍ－ビニ
ルベンジルメチルエーテル、ｐ－ビニルベンジルメチルエーテル、ｏ－ビニルベンジルグ
リシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｐ－ビニルベンジルグリシ
ジルエーテルの如き芳香族ビニル化合物；
インデン、１－メチルインデンの如きインデン類；
【００３２】
メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アク
リレート、ｉ－プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｉ－
ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ
）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロ
ピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキ
シブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、アリル（
メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレ
ート、フェニル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、２－
フェノキシエチル（メタ）アクリレート、メトキシジエチレングルコール（メタ）アクリ
レート、メトキシトリエチレングルコール（メタ）アクリレート、メトキシプロピレング
ルコール（メタ）アクリレート、メトキシジプロピレングルコール（メタ）アクリレート
、イソボルニル（メタ）アクリレート、トリシクロ［５．２．１．０2,6］デカン－８－
イル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレ
ート、グリセロールモノ（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシフェニル（メタ）アクリ
レート、パラクミルフェノールのエチレンオキサイド変性（メタ）アクリレートの如き不
飽和カルボン酸エステル；
【００３３】
グリシジル（メタ）アクリレートの如き不飽和カルボン酸グリシジルエステル；
酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、安息香酸ビニルの如きカルボン酸ビニル
エステル；
ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、アリルグリシジルエーテルの如き他の不
飽和エーテル；
（メタ）アクリロニトリル、α－クロロアクリロニトリル、シアン化ビニリデンの如きシ
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アン化ビニル化合物；
（メタ）アクリルアミド、α－クロロアクリルアミド、Ｎ－２－ヒドロキシエチル（メタ
）アクリルアミドの如き不飽和アミド；
１，３－ブタジエン、イソプレン、クロロプレンの如き脂肪族共役ジエン；
ポリスチレン、ポリメチル（メタ）アクリレート、ポリ－ｎ－ブチル（メタ）アクリレー
ト、ポリシロキサンの如き重合体分子鎖の末端にモノ（メタ）アクリロイル基を有するマ
クロモノマー等を挙げることができる。
　これらの共重合性不飽和単量体は、単独でまたは２種以上を混合して使用することがで
きる。
【００３４】
　本発明において、共重合性不飽和単量体としては、Ｎ－位置換マレイミド、芳香族ビニ
ル化合物、不飽和カルボン酸エステル、重合体分子鎖の末端にモノ（メタ）アクリロイル
基を有するマクロモノマー等が好ましく、特にＮ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキ
シルマレイミド、スチレン、α－メチルスチレン、ｐ－ヒドロキシ－α－メチルスチレン
、メチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル
（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、アリル（メタ）ア
クリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、グリセロールモノ（メタ）アクリレート、
４－ヒドロキシフェニル（メタ）アクリレート、パラクミルフェノールのエチレンオキサ
イド変性（メタ）アクリレート、ポリスチレンマクロモノマー、ポリメチルメタクリレー
トマクロモノマー等が好ましい。
【００３５】
　本発明においては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート等のヒドロキ
シル基を有する共重合性不飽和単量体を共重合した共重合体に、２－（メタ）アクリロイ
ルオキシエチルイソシアネート等の不飽和イソシアナート化合物を反応させることにより
、側鎖に重合性不飽和結合を有するカルボキシル基含有共重合をバインダー樹脂として使
用することができる。
【００３６】
　本発明におけるバインダー樹脂のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ、
溶出溶媒：テトラヒドロフラン）で測定したポリスチレン換算重量平均分子量（以下、「
Ｍｗ」ということがある。）は、好ましくは１，０００～４５，０００、特に好ましくは
３，０００～３０，０００である。
　また、本発明におけるバインダー樹脂のＭｗとＭｎの比（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましくは
１～５、より好ましくは１～４である。
　Ｍｗが小さすぎると、得られる被膜の残膜率等が低下したり、パターン形状、耐熱性等
が損なわれたり、また電気特性が悪化するおそれがあり、一方大きすぎると、解像度が低
下したり、パターン形状が損なわれたり、またスリットノズル方式による塗布時に乾燥異
物が発生し易くなるおそれがある。
【００３７】
　本発明におけるバインダー樹脂は、例えば、その構成成分となる不飽和単量体を、適当
な溶媒中、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２，４－ジメ
チルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニ
トリル）等のラジカル重合開始剤の存在下で重合することにより製造することができる。
【００３８】
　本発明におけるバインダー樹脂は、上記のように不飽和単量体をラジカル重合した後に
、極性の異なる有機溶媒を２種以上用いる再沈殿法を経て精製することにより製造するこ
とができる。即ち、重合後の良溶媒中の溶液を、必要に応じてろ過あるいは遠心分離など
によって不溶な不純物を除去したのち、多量（通常は、ポリマー溶液体積の５～１０倍量
）の沈殿剤（貧溶媒）中に注いで、共重合体を再沈殿させることにより精製する。その際
、共重合体溶液中に残っている不純物のうち、沈殿剤に可溶な不純物は液相に残り、精製
されたバインダー樹脂から分離される。
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　この再沈殿法に使用される良溶媒／沈殿剤の組み合わせとしては、例えば、ジエチレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート／ｎ－ヘキサン、メチルエチルケトン／ｎ－ヘ
キサン、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート／ｎ－ヘプタン、メチルエ
チルケトン／ｎ－ヘプタン等を挙げることができる。
【００３９】
　また、本発明におけるバインダー樹脂は、その構成成分となる各不飽和単量体を、上記
ラジカル重合開始剤、およびピラゾール－１－ジチオカルボン酸シアノ（ジメチル）メチ
ルエステル、ピラゾール－１－ジチオカルボン酸ベンジルエステル、テトラエチルチウラ
ムジスルフィド、ビス（ピラゾール－１－イルチオカルボニル）ジスルフィド、ビス（３
－メチル－ピラゾール－１－イルチオカルボニル）ジスルフィド、ビス（４－メチル－ピ
ラゾール－１－イルチオカルボニル）ジスルフィド、ビス（５－メチル－ピラゾール－１
－イルチオカルボニル）ジスルフィド、ビス（３，４，５－トリメチル－ピラゾール－１
－イルチオカルボニル）ジスルフィド、ビス（ピロール－１－イルチオカルボニル）ジス
ルフィド、ビスチオベンゾイルジスルフィド等のイニファターとして作用する分子量制御
剤の存在下、不活性溶媒中で、反応温度を、通常、０～１５０℃、好ましくは５０～１２
０℃として、リビングラジカル重合することにより製造することができる。
【００４０】
　さらに、本発明におけるバインダー樹脂は、その構成成分となる各不飽和単量体を、上
記ラジカル重合開始剤、及び連鎖移動剤として作用する多価チオール化合物の存在下、適
当な溶媒中でラジカル重合することにより製造することができる。ここで、多価チオール
化合物とは、１分子中に２個以上のチオール基を有する化合物をいい、例えば、トリメチ
ロールプロパントリス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラ
キス（３－メルカプトプロピオネート）、テトラエチレングリコールビス（３－メルカプ
トプロピオネート）、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネー
ト）、ペンタエリスリトールテトラキス（チオグリコレート）、１，４―ビス（３－メル
カプトブチリルオキシ）ブタン、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトブチ
レート）、１，３，５，－トリス（３－メルカブトブチルオキシエチル）－１，３，５－
トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン等を挙げることができる。
【００４１】
　本発明において、バインダー樹脂は、単独でまたは２種以上を混合して使用することが
できる。
　本発明において、バインダー樹脂の含有量は、（Ａ）着色剤１００質量部に対して、通
常、１０～１，０００質量部、好ましくは２０～５００質量部である。バインダー樹脂の
含有量が少なすぎると、例えば、アルカリ現像性が低下したり、得られる着色組成物の保
存安定性が低下するおそれがあり、一方多すぎると、相対的に顔料濃度が低下するため、
薄膜として目的とする色濃度を達成することが困難となるおそれがある。
【００４２】
－（Ｃ）多官能性単量体－
　本発明における多官能性単量体は、２個以上の重合性不飽和結合を有する単量体である
。
　このような多官能性単量体としては、例えば、
エチレングリコール、プロピレングリコールの如きアルキレングリコールのジ（メタ）ア
クリレート；
ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールの如きポリアルキレングリコールの
ジ（メタ）アクリレート；
グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール
の如き３価以上の多価アルコールのポリ（メタ）アクリレートやそのジカルボン酸変性物
；
ポリエステル、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アルキド樹脂、シリコーン樹脂、スピラン
樹脂の如きオリゴ（メタ）アクリレート；
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両末端ヒドロキシポリ－１，３－ブタジエン、両末端ヒドロキシポリイソプレン、両末端
ヒドロキシポリカプロラクトンの如き両末端ヒドロキシル重合体のジ（メタ）アクリレー
ト；
トリス〔２－（メタ）アクリロイロキシエチル〕フォスフェートや、
イソシアヌル酸エチレンオキシド変性トリアクリレート；
ウレタン構造を有するポリ（メタ）アクリレート
等を挙げることができる。
【００４３】
　これらの多官能性単量体のうち、３価以上の多価アルコールのポリ（メタ）アクリレー
ト類やそれらのジカルボン酸変性物、並びにウレタン構造を有するポリ（メタ）アクリレ
ートが好ましい。３価以上の多価アルコールのポリ（メタ）アクリレート類やそれらのジ
カルボン酸変性物としては、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロール
プロパントリメタクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリ
トールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ペンタエリスリ
トールテトラメタクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエ
リスリトールペンタメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ジペ
ンタエリスリトールヘキサメタクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレートとこ
はく酸とのモノエステル化物、ペンタエリスリトールトリメタクリレートとこはく酸との
モノエステル化物、ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとこはく酸とのモノエス
テル化物、ジペンタエリスリトールペンタメタアクリレートとこはく酸とのモノエステル
化物が好ましく、特に、トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトー
ルトリアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリト
ールヘキサアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレートとこはく酸とのモノエ
ステル化物およびジペンタエリスリトールペンタアクリレートとこはく酸とのモノエステ
ル化物が、着色層の強度が高く、着色層の表面平滑性に優れ、かつ未露光部の基板上およ
び遮光層上に地汚れ、膜残り等を発生し難い点で好ましい。
　前記多官能性単量体は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。
【００４４】
　本発明における多官能性単量体の含有量は、（Ｂ）バインダー樹脂１００質量部に対し
て、好ましくは１００～５００質量部、さらに好ましくは１１０～４００質量部である。
多官能性単量体の含有量が少なすぎると、画素の耐溶剤性が低下する傾向があり、一方多
すぎると、例えば、アルカリ現像性が低下したり、未露光部の基板上あるいは遮光層上に
地汚れ、膜残り等が発生しやすくなる傾向がある。
【００４５】
　本発明においては、多官能性単量体の一部を、１個の重合性不飽和結合を有する単官能
性単量体で置き換えることもできる。
　前記単官能性単量体としては、例えば、こはく酸モノ〔２－（メタ）アクリロイロキシ
エチル〕、フタル酸モノ〔２－（メタ）アクリロイロキシエチル〕の如き２価以上の多価
カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイロキシアルキル〕エステル；ω－カルボキシポリ
カプロラクトンモノ（メタ）アクリレートの如き両末端にカルボキシ基と水酸基とを有す
るポリマーのモノ（メタ）アクリレート；Ｎ－ビニルサクシンイミド、Ｎ－ビニルピロリ
ドン、Ｎ－ビニルフタルイミド、Ｎ－ビニル－２－ピペリドン、Ｎ－ビニル－ε－カプロ
ラクタム、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルピロリジン、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－
ビニルイミダゾリジン、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルインドリン、Ｎ－ビニルベン
ズイミダゾ－ル、Ｎ－ビニルカルバゾール、Ｎ－ビニルピペリジン、Ｎ－ビニルピペラジ
ン、Ｎ－ビニルモルフォリン、Ｎ－ビニルフェノキサジン等のＮ－ビニル含窒素複素環式
化合物；Ｎ－（メタ）アクリロイルモルフォリンのほか、市販品として、Ｍ－５４００、
Ｍ－５６００（商品名、東亞合成（株）製）等を挙げることができる。
　これらの単官能性単量体は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。
【００４６】
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　本発明における単官能性単量体の含有割合は、画素の強度や表面平滑性を良好にする点
から、多官能性単量体と単官能性単量体の合計に対して、好ましくは９０質量％以下、よ
り好ましくは５０質量％以下である。
【００４７】
－（Ｄ）光重合開始剤－
　本発明の着色組成物には、光重合開始剤を配合することにより、着色組成物に感放射線
性を付与することもできる。ここでいう「放射線」は、可視光線、紫外線、遠紫外線、電
子線、Ｘ線等を含むものを意味する。
　本発明における光重合開始剤は、放射線の露光により、前記（Ｃ）多官能性単量体およ
び場合により使用される単官能性単量体の重合を開始しうる活性種を発生する化合物であ
る。
　このような光重合開始剤としては、例えば、チオキサントン系化合物、アセトフェノン
系化合物、ビイミダゾール系化合物、トリアジン系化合物、Ｏ－アシルオキシム系化合物
、オニウム塩系化合物、ベンゾイン系化合物、ベンゾフェノン系化合物、α－ジケトン系
化合物、多核キノン系化合物、キサントン系化合物、ジアゾ系化合物等を挙げることがで
きる。
【００４８】
　本発明において、光重合開始剤は、単独でまたは２種以上を混合して使用することがで
きるが、本発明における光重合開始剤としては、チオキサントン系化合物、アセトフェノ
ン系化合物、ビイミダゾール系化合物、トリアジン系化合物、Ｏ－アシルオキシム系化合
物の群から選ばれる少なくとも１種を含有することが好ましい。
【００４９】
　本発明における好ましい光重合開始剤のうち、チオキサントン系化合物の具体例として
は、チオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２－イソ
プロピルチオキサントン、４－イソプロピルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサ
ントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－
ジイソプロピルチオキサントン等を挙げることができる。
【００５０】
　また、前記アセトフェノン系化合物の具体例としては、２－メチル－１－〔４－（メチ
ルチオ）フェニル〕－２－モルフォリノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチ
ルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタン－１－オン、２－（４－メチルベン
ジル）－２－（ジメチルアミノ）－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタン－１－オン
等を挙げることができる。
【００５１】
　また、前記ビイミダゾール系化合物の具体例としては、２，２’－ビス（２－クロロフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’
－ビス（２，４－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’
－ビイミダゾール、２，２’－ビス（２，４，６－トリクロロフェニル）－４，４’，５
，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール等を挙げることができる。
【００５２】
　なお、光重合開始剤としてビイミダゾール系化合物を用いる場合、水素供与体を併用す
ることが、感度を改良することができる点で好ましい。ここでいう「水素供与体」とは、
露光によりビイミダゾール系化合物から発生したラジカルに対して、水素原子を供与する
ことができる化合物を意味する。水素供与体としては、例えば、２－メルカプトベンゾチ
アゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール等のメルカプタン系水素供与体、４，４’
－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフ
ェノン等のアミン系水素供与体を挙げることができる。本発明において、水素供与体は、
単独でまたは２種以上を混合して使用することができるが、１種以上のメルカプタン系水
素供与体と１種以上のアミン系水素供与体とを組み合わせて使用することが、さらに感度
を改良することができる点で好ましい。
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【００５３】
　また、前記トリアジン系化合物の具体例としては、２，４，６－トリス（トリクロロメ
チル）－ｓ－トリアジン、２－メチル－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリア
ジン、２－〔２－（５－メチルフラン－２－イル）エテニル〕－４，６－ビス（トリクロ
ロメチル）－ｓ－トリアジン、２－〔２－（フラン－２－イル）エテニル〕－４，６－ビ
ス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－〔２－（４－ジエチルアミノ－２－メチ
ルフェニル）エテニル〕－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－〔
２－（３，４－ジメトキシフェニル）エテニル〕－４，６－ビス（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、２－（４－エトキシスチリル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、２－（４－ｎ－ブトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル
）－ｓ－トリアジン等のハロメチル基を有するトリアジン系化合物を挙げることができる
。
【００５４】
　また、Ｏ－アシルオキシム系化合物の具体例としては、１，２－オクタンジオン，１－
〔４－（フェニルチオ）フェニル〕－，２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）、エタノン，１
－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル］－，
１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン，１－〔９－エチル－６－（２－メチル－４－
テトラヒドロフラニルメトキシベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－，１－
（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン，１－〔９－エチル－６－｛２－メチル－４－（２
，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メトキシベンゾイル｝－９Ｈ－カルバゾール
－３－イル〕－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）等を挙げることができる。
【００５５】
　本発明において、アセトフェノン系化合物等のビイミダゾール系化合物以外の光ラジカ
ル発生剤を用いる場合には、増感剤を併用することもできる。このような増感剤としては
、例えば、４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチ
ルアミノ）ベンゾフェノン、４－ジエチルアミノアセトフェノン、４－ジメチルアミノプ
ロピオフェノン、４－ジメチルアミノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸２－
エチルヘキシル、２，５－ビス（４－ジエチルアミノベンザル）シクロヘキサノン、７－
ジエチルアミノ－３－（４－ジエチルアミノベンゾイル）クマリン、４－（ジエチルアミ
ノ）カルコン等を挙げることができる。
【００５６】
　本発明において、光重合開始剤の含有量は、（Ｃ）多官能性単量体１００質量部に対し
て、通常、０．０１～１２０質量部、好ましくは１～１００質量部である。光重合開始剤
の含有量が少なすぎると、露光による硬化が不十分となり、着色層パターンが所定の配列
に従って配置されたカラーフィルタを得ることが困難となるおそれがあり、一方多すぎる
と、形成された画素が現像時に基板から脱落しやすくなる傾向がある。
【００５７】
－他の添加剤－
　本発明の着色組成物は、上記（Ａ）～（Ｄ）成分を含有するものであるが、必要に応じ
て他の添加剤をさらに含有することもできる。
　前記他の添加剤としては、例えば、ガラス、アルミナ等の充填剤；ポリビニルアルコー
ル、ポリ（フロオロアルキルアクリレート）類等の高分子化合物；ノニオン系界面活性剤
、カチオン系界面活性剤、アニオン系界面活性剤等の界面活性剤；ビニルトリメトキシシ
ラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シラン、Ｎ－
（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノ
エチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシ
ラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチル
ジメトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン
、３－クロロプロピルメチルジメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン
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、３－メタクリロイロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメ
トキシシラン等の密着促進剤；２，２－チオビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノー
ル）、２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール等の酸化防止剤；２－（３－ｔ－ブチル－５－
メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、アルコキシベンゾ
フェノン類等の紫外線吸収剤；ポリアクリル酸ナトリウム等の凝集防止剤；マロン酸、ア
ジピン酸、イタコン酸、シトラコン酸、フマル酸、メサコン酸等のアルカリ溶解性改善剤
等を挙げることができる。
【００５８】
－溶媒－
　本発明の着色組成物は、前記（Ａ）～（Ｃ）成分、および任意的に加えられる（Ｄ）成
分、他の添加剤を含有するものであるが、通常、溶媒を配合して液状組成物として調製さ
れる。
　前記溶媒としては、着色組成物を構成する（Ａ）～（Ｄ）成分や他の添加剤成分を分散
または溶解し、かつこれらの成分と反応せず、適度の揮発性を有するものである限り、適
宜に選択して使用することができる。
【００５９】
　このような溶媒としては、例えば、
エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチ
レングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエー
テル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエー
テル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ－
ｎ－ブチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコ
ールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコ
ールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、プロピレ
ングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、
ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－プロピ
ルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリプロピレングリコ
ールモノメチルエーテル、トリプロピレングリコールモノエチルエーテル等の（ポリ）ア
ルキレングリコールモノアルキルエーテル類；
【００６０】
エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエー
テルアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリ
コールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテ
ート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテート、３－メトキシブチルアセテ
ート、３－メチル－３－メトキシブチルアセテート等の（ポリ）アルキレングリコールモ
ノアルキルエーテルアセテート類；
ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、
ジエチレングリコールジエチルエーテル、テトラヒドロフラン等の他のエーテル類；
メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン等のケトン類
；
【００６１】
乳酸メチル、乳酸エチル等の乳酸アルキルエステル類；
２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３
－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピ
オン酸エチル、エトキシ酢酸エチル、ヒドロキシ酢酸エチル、２－ヒドロキシ－３－メチ
ルブタン酸メチル、３－メチル－３－メトキシブチルプロピオネート、酢酸エチル、酢酸
ｎ－プロピル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸ｉ－ブチル、ぎ酸ｎ－アミル、
酢酸ｉ－アミル、プロピオン酸ｎ－ブチル、酪酸エチル、酪酸ｎ－プロピル、酪酸ｉ－プ
ロピル、酪酸ｎ－ブチル、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、ピルビン酸ｎ－プロピ
ル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸エチル等の他のエステル
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類；
トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類；
Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン
等のアミドまたはラクタム類
等を挙げることができる。
【００６２】
　これらの溶媒のうち、溶解性、顔料分散性、塗布性等の観点から、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルア
セテート、３－メトキシブチルアセテート、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジ
エチレングリコールメチルエチルエーテル、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘ
プタノン、乳酸エチル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メ
チル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－メチル－３－メトキシブチルプロピオネー
ト、酢酸ｎ－ブチル、酢酸ｉ－ブチル、ぎ酸ｎ－アミル、酢酸ｉ－アミル、プロピオン酸
ｎ－ブチル、酪酸エチル、酪酸ｉ－プロピル、酪酸ｎ－ブチル、ピルビン酸エチル等が好
ましい。
　前記溶媒は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。
【００６３】
　さらに、前記溶媒と共に、ベンジルエチルエーテル、ジ－ｎ－ヘキシルエーテル、アセ
トニルアセトン、イソホロン、カプロン酸、カプリル酸、１－オクタノール、１－ノナノ
ール、酢酸ベンジル、安息香酸エチル、しゅう酸ジエチル、マレイン酸ジエチル、γ－ブ
チロラクトン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、エチレングリコールモノフェニルエーテ
ルアセテート等の高沸点溶媒を併用することもできる。
　前記高沸点溶媒は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。
【００６４】
　溶媒の含有量は、特に限定されるものではないが、得られる着色組成物の塗布性、安定
性等の観点から、当該組成物の溶媒を除いた各成分の合計濃度が、通常、５～５０質量％
、好ましくは１０～４０質量％となる量が望ましい。
【００６５】
カラーフィルタ
　本発明の着色組成物は、上記したＣＲＴの標準的な赤色再現領域を再現することができ
る赤色画素の形成に好適である。具体的には、Ｃ光源、２度視野で測定したＣＩＥ色度座
標が０．６１≦ｘ≦０．６７、０．３１≦ｙ≦０．３５の範囲にある赤色画素、特には０
．６３≦ｘ≦０．６７、０．３２≦ｙ≦０．３４の範囲にある赤色画素の形成に好適であ
る。本発明のカラーフィルタは、本発明の着色組成物から形成された赤色画素を備えるも
のである。
　カラーフィルタを形成する方法としては、第一に、基板上あるいは予め所望のパターン
の遮光層を形成した基板上に、着色感放射線組成物の塗膜を形成して、所定のパターンを
有するフォトマスクを介して放射線を露光し、現像して未露光部を溶解除去し、その後ポ
ストベークすることにより、各色の画素を得る方法が知られている。
具体的には、まず、基板の表面上に、必要に応じて、画素を形成する部分を区画するよう
に遮光層を形成し、この基板上に、感放射線性を付与した本発明の赤色顔料が分散された
着色組成物の液状組成物を塗布したのち、プレベークを行って溶剤を蒸発させ、塗膜を形
成する。次いで、この塗膜にフォトマスクを介して露光したのち、アルカリ現像液を用い
て現像して、塗膜の未露光部を溶解除去し、その後ポストベークすることにより、赤色の
画素パターンが所定の配列で配置された画素アレイを形成する。
　その後、緑色または青色の顔料が分散された各着色組成物の液状組成物を用い、前記と
同様にして、各液状組成物の塗布、プレベーク、露光、現像およびポストベークを行って
、赤色の画素アレイおよび青色の画素アレイを同一基板上に順次形成することにより、赤
色、緑色および青色の三原色の画素アレイが基板上に配置されたカラーフィルタを得る。
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但し、本発明においては、各色の画素を形成する順序は、前記のものに限定されない。
【００６６】
　画素を形成する際に使用される基板としては、例えば、ガラス、シリコン、ポリカーボ
ネート、ポリエステル、芳香族ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリイミド等を挙げるこ
とができる。
　また、これらの基板には、所望により、シランカップリング剤等による薬品処理、プラ
ズマ処理、イオンプレーティング、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着等の適宜の前
処理を施しておくこともできる。
　着色組成物の液状組成物を基板に塗布する際には、スプレー法、ロールコート法、回転
塗布法（スピンコート法）、スリットダイ塗布法、バー塗布法、インクジェット法等の適
宜の塗布法を採用することができるが、特に、スピンコート法、スリットダイ塗布法が好
ましい。
　塗布厚さは、乾燥後の膜厚として、通常、０．１～１０μｍ、好ましくは０．２～８．
０μｍ、特に好ましくは０．２～６．０μｍである。
【００６７】
　画素を形成する際に使用される放射線としては、例えば、可視光線、紫外線、遠紫外線
、電子線、Ｘ線等を使用することができるが、波長が１９０～４５０ｎｍの範囲にある放
射線が好ましい。
　放射線の露光量は、一般的には１０～１０，０００Ｊ／ｍ2である。本発明の着色組成
物によれば、８００Ｊ／ｍ2以下の露光量、さらには６００Ｊ／ｍ2以下の露光量でも耐溶
剤性にも優れた画素を形成することができる。
　また、前記アルカリ現像液としては、例えば、炭酸ナトリウム、水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム、テトラメチルアンモニウムハイドロオキサイド、コリン、１，８－ジアザ
ビシクロ－［５．４．０］－７－ウンデセン、１，５－ジアザビシクロ－［４．３．０］
－５－ノネン等の水溶液が好ましい。
　前記アルカリ現像液には、例えばメタノール、エタノール等の水溶性有機溶剤や界面活
性剤等を適量添加することもできる。なお、アルカリ現像後は、通常、水洗する。
　現像処理法としては、シャワー現像法、スプレー現像法、ディップ（浸漬）現像法、パ
ドル（液盛り）現像法等を適用することができる。現像条件は、常温で５～３００秒が好
ましい。
【００６８】
　また、カラーフィルタを形成する第二の方法として、特開平７－３１８７２３号公報、
特開２０００－３１０７０６号公報等に開示されている、インクジェット方式により各色
の画素を得る方法も知られている。
　このようにして得られる本発明のカラーフィルタは、ＣＲＴに近い濃い色相を再現する
ことができ、且つ高いコントラスト比を有するため、ＴＶを代表とする色再現領域の広い
液晶ディスプレイ用途に対し極めて有用である。
【００６９】
カラー液晶表示素子
　本発明のカラー液晶表示素子は、本発明のカラーフィルタを具備するものである。
　本発明のカラー液晶表示素子は、適宜の構造をとることができる。例えば、カラーフィ
ルタを、薄膜トランジスター（ＴＦＴ）が配置された駆動用基板とは別の基板上に形成し
て、駆動用基板とカラーフィルタを形成した基板とが、液晶層を介して対向した構造をと
ることができ、さらに薄膜トランジスター（ＴＦＴ）が配置された駆動用基板の表面上に
カラーフィルタを形成した基板と、ＩＴＯ（錫をドープした酸化インジュウム）電極を形
成した基板とが、液晶層を介して対向した構造をとることもできる。後者の構造は、開口
率を格段に向上させることができ、明るく高精細な液晶表示素子が得られるという利点を
有する。
【実施例】
【００７０】
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　以下、実施例を挙げて、本発明の実施の形態をさらに具体的に説明する。但し、本発明
は、下記実施例に限定されるものではない。
【００７１】
顔料分散液の調製
調製例１
　（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド２４２を７．２質量部、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１７７を７．８質量部、分散剤としてアジスパーＰＢ８８０（味の素ファイン
テクノ株式会社製）を５質量部、溶媒としてプロピレングリコールモノメチルエーテルア
セテート８０質量部を、ビーズミルにより１２時間混合・分散して、顔料分散液（Ｍ－１
）を調製した。
【００７２】
調製例２～１７
　調製例１において、着色剤を表１に示すように変更した以外は調製例１と同様にして、
顔料分散液（Ｍ－２）～（Ｍ－１７）を調製した。
【００７３】
調製例１８
　（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８を９質量部、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド１７７を６質量部、分散剤としてアジスパーＰＢ８２２（味の素ファインテクノ株
式会社製）を５質量部、溶媒としてプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
８０質量部を、ビーズミルにより１２時間混合・分散して、顔料分散液（Ｍ－１８）を調
製した。
【００７４】
調製例１９～３３
　調製例１９において、着色剤を表２に示すように変更した以外は調製例１８と同様にし
て、顔料分散液（Ｍ－１９）～（Ｍ－３３）を調製した。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
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【表２】

【００７７】
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　表１および表２において、例えば「Ｒ２４２」とはＣ．Ｉ．ピグメントレッド２４２を
、「Ｏ３８」とはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８を、「Ｙ８３」とはＣ．Ｉ．ピグメン
トイエロー８３をそれぞれ意味する。
【００７８】
（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂の合成
合成例１
　冷却管、攪拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．５質
量部およびプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート２００質量部を仕込み、
引き続きメタクリル酸１５質量部、Ｎ－フェニルマレイミド２０質量部、ベンジルメタク
リレート５５質量部、スチレン１０質量部および分子量調節剤としてペンタエリスリトー
ルテトラキス（３－メルカプトプロピオネート）（堺化学工業（株）製　商品名：ＰＥＭ
ＰＩＩ－２０Ｐ）２質量部を仕込んで、窒素置換した。その後ゆるやかに撹拌して、反応
溶液の温度を８０℃に上昇させ、この温度を５時間保持して重合することにより、樹脂溶
液（固形分濃度＝３３．３質量％）を得た。得られた樹脂は、Ｍｗ＝２５，０００、Ｍｎ
＝１２，０００であった。この樹脂溶液を「樹脂溶液（Ｂ－１）」とする。
【００７９】
実施例１
　（Ａ）着色剤として顔料分散液（Ｍ－１）１００質量部、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂と
して樹脂溶液（Ｂ－１）１０質量部（固形分換算）、（Ｃ）多官能性単量体としてジペン
タエリスリトールヘキサアクリレート１５質量部、（Ｄ）光重合開始剤として２－ベンジ
ル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタン－１－オン４質量部
と４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン１質量部、および溶媒としてプロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテートを混合して、固形分濃度２５％の液状組成
物（Ｒ－１）を調製した。
　液状組成物（Ｒ－１）について、下記の手順にしたがって、評価用基板を作成して評価
を行った。評価結果を表３に示す。
【００８０】
基板の作成
　液状組成物（Ｒ－１）を、表面にナトリウムイオンの溶出を防止するＳｉＯ2膜が形成
されたソーダガラス基板上に、スピンコーターを用いて回転数を変量して３枚塗布したの
ち、９０℃のホットプレートで４分間プレベークを行って、膜厚の異なる３枚の塗膜を形
成した。
　次いで、これらの基板を室温に冷却したのち、高圧水銀ランプを用い、塗膜に３６５ｎ
ｍ、４０５ｎｍおよび４３６ｎｍの各波長を含む放射線を４００Ｊ／ｍ2の露光量で露光
した。その後、これらの基板に対して２３℃の０．０４質量％水酸化カリウム水溶液から
なる現像液を現像圧１ｋｇｆ／ｃｍ2（ノズル径１ｍｍ）で吐出することにより、シャワ
ー現像を行ったのち、さらに２２０℃で３０分間ポストベークを行って、赤色硬化膜が形
成された評価用基板を作製した。
【００８１】
色度特性の評価
　得られた基板について、カラーアナライザー（大塚電子（株）製ＭＣＰＤ２０００）を
用い、Ｃ光源、２度視野にて、ＣＩＥ表色系における色度座標値（ｘ，ｙ）および刺激値
（Ｙ）を測定した。また、得られた硬化膜の膜厚を、ＫＬＡ－Ｔｅｎｃｏｒ製アルファス
テップＩＱを用いて測定した。測定結果より、色度座標値ｘが０．６３０、０．６５０、
０．６７０となる色度座標値ｙ、刺激値（Ｙ）を求めた。評価結果を表３に示す。刺激値
（Ｙ）が大きいほど光透過率（輝度）が高いことを示す。
【００８２】
コントラスト比の評価
　上記色度特性の評価で得られた基板を２枚の偏向板で挟み、背面側から蛍光灯（波長範
囲３８０～７８０ｎｍ）で照射しつつ前面側の偏向板を回転させ、透過する光強度を輝度
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計ＬＳ－１００（ミノルタ（株）製）にて最大値と最小値を測定した。そして、その最大
値を最小値で割った値を、コントラスト比として評価した。測定結果より、色度座標値ｘ
が０．６３０、０．６５０、０．６７０でのコントラスト比を求めた。評価結果を表３に
示す。
【００８３】
耐溶剤性の評価
　液状組成物（Ｒ－１）を、表面にナトリウムイオンの溶出を防止するＳｉＯ2膜が形成
されたソーダガラス基板上に、スピンコーターを用いて塗布したのち、９０℃のホットプ
レートで４分間プレベークを行って、プレベーク後の膜厚が２．５μｍとなる塗膜を形成
した。
　次いで、これらの基板を室温に冷却したのち、高圧水銀ランプを用い、フォトマスクを
介して、塗膜に３６５ｎｍ、４０５ｎｍおよび４３６ｎｍの各波長を含む放射線を４００
Ｊ／ｍ2の露光量で露光した。その後、これらの基板に対して２３℃の０．０４質量％水
酸化カリウム水溶液からなる現像液を現像圧１ｋｇｆ／ｃｍ2（ノズル径１ｍｍ）で吐出
することにより、シャワー現像を行ったのち、さらに２２０℃で３０分間ポストベークを
行って、基板上に２００×２００μｍの赤色画素パターンを形成した。
　得られた基板を、６０℃のＮ－メチルピロリドンに３０分間浸漬して、浸漬前後のドッ
トパターンを走査型電子顕微鏡で観察した。良好なエッジ形状を有するパターンが形成さ
れ、且つ浸漬前後での膜厚比（浸漬後の膜厚×１００／浸漬前の膜厚）が９５％以上であ
る場合を○、浸漬前後での膜厚比が９５％未満であるか、あるいはパターンの一部に欠け
が認められる場合を△、浸漬後にパターンが全て基板から剥がれる場合を×として、評価
した。評価結果を表３に示す。
【００８４】
実施例２～２７および比較例１～１１
　実施例１において、顔料分散液を表３および表４に示すように変更した以外は実施例１
と同様にして、液状組成物（Ｒ－２）～（Ｒ－３８）を調製した。
　次いで、液状組成物（Ｒ－１）に代えてそれぞれ液状組成物（Ｒ－２）～（Ｒ－３８）
を用いた以外は、実施例１と同様にして評価を行った。評価結果を表３および表４に示す
。なお、実施例１６の耐溶剤性の評価においては、基板の未露光部に膜残りが認められた
。
【００８５】
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【表３】

【００８６】
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【表４】

【００８７】
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　表３および表４において、「Ｂ／Ｃ（質量部）」とは、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂およ
び（Ｃ）多官能性単量体の含有量（質量部）を意味する。
【００８８】
　表１～表４から、着色剤としてピグメントレッド１７７と、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
２４２またはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８とを使用すれば、ＣＲＴに近い濃い色相を
再現することができ、且つ高いコントラスト比が得られることがわかる。
　これに対し、着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド２５４とＣ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１７７を使用してＣＲＴに近い色相を再現しようとするとコントラスト比が低く（比較
例１、７）、さらにイエロー顔料を使用して調色してもコントラスト比は不十分であると
ともに刺激値（Ｙ）も低下することがわかる（比較例２、３、８、９）。また、着色剤と
してピグメントレッド２５４と、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２またはＣ．Ｉ．ピグメ
ントオレンジ３８とを使用した場合、刺激値（Ｙ）は高いが、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
２５４を主顔料とするとコントラスト比が低く（比較例４、５、１０）、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド２４２またはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８を主顔料とするとコントラスト
比が不十分であるとともにＣＲＴに近い色相を再現すること自体が困難になることがわか
る（比較例６、１１）。
　さらに驚くべきことに、本発明の着色組成物を用いて形成された画素パターンは、従来
主に使用されてきたＣ．Ｉ．ピグメントレッド２５４を含有する着色組成物を用いて形成
された画素パターンに比べて、耐溶剤性に優れることもわかる。
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